
作成日

変更日

（１）基礎情報

ア．対象地域

人口 面積

イ．計画期間

※目標の達成状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要な場合には計画を見直すものとする。

第４次 山口地域 循環型社会形成推進地域計画

地域の要件がその他の場合は
具体的に記載

構成市町村等（作成者）名

　　構成市町村に一部事務組合等が含まれている場合、当該組合の状況

組合名称
（設立（予定）年月日）

計画期間※ 6年

組合を構成する市町村

組合設立に関する、
今後の見通し

令和６年１１月１９日

山口市

1,023.23

187,726

１　計画の基本的な事項

地域の要件

離島、豪雪、山村、半島、過疎
地域に該当がある市町村名

地域総面積（㎢）

地域内総人口（人）

開始年月日

終了年月日

令和7年4月1日

令和13年3月31日
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（２）対象地域における取組みに関する事項

ア．ごみ処理の広域化・施設の集約化の検討状況

イ．プラスチック資源の分別収集及び再商品化に係る実施内容

実施地域

実施年度

実施方法

上記が④も
しくは⑤の
場合、その

詳細

予定地域

予定年度

予定方法

上記が④も
しくは⑤の
場合、その

詳細

実施しない（予定）地域

プラ要件化対象事業の実施

備考

実施予定の場合

確認した都道府県の
広域化・集約化計画の名称

実施済の場合

　山口県は、第４次山口県循環型社会形成推進基本計画（2021年３月）（以下「県計画」という。）にお
いて、ごみ処理の広域化及びごみ処理施設の集約化を計画的に進め、持続可能な適正処理の確保に向けた
取組を行うこととしており、県内の広域ブロックを７つに区割りしている。その中で、山口市は山口市及
び防府市の２市から構成される山口・防府ブロックに区分けされている。
　県計画では、令和３年度（2021年度）から令和12年度（2030年度）までの10年間で「山口県ごみ処理の
広域化及びごみ処理施設の集約化計画」を策定し、地域の実情を踏まえた効率的なごみ処理について、処
理方式、施設規模、設置場所等の具体的な検討を行うこととされている。
　山口市では、１市５町が合併した際にごみ処理施設を集約化していること、市域が広大であるためさら
なる広域化を進めると収集運搬体制に大きな影響が出ること、また、他市を含むブロック内の施設が比較
的新しいことなどから、現段階では既存施設でごみ処理を行う計画であるが、今後、施設更新の際には市
域を超えた一般廃棄物処理の広域化について、経済性、効率性及び公平性を確保しながら検討を行うこと
としている。

第４次山口県循環型社会形成推進基本計画

○

山口市（全域）

R12年度

①日本容器包装リサイクル協会への委託（プラ法32条のルート）
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ウ．対象地域における一般廃棄物処理有料化の状況

エ．対象地域における災害廃棄物処理計画の策定状況

未策定の構成市（策定予定時期）

備考

上記が④の場合、その詳細

未導入の構成市町村名

有料化導入に向けた検討状況
※全ての構成市町村で導入済の

場合は記載不要

策定状況

策定済の構成市（計画の名称） 山口市（山口市災害廃棄物処理計画）

①構成市全てで策定済

①全ての構成市町村で導入済有料化導入状況
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２　循環型社会形成推進のための現状と目標（一般廃棄物の処理）

（１）一般廃棄物の処理の現状と目標（全域）

現状 目標

令和5年度 令和13年度 現状比

187,726 176,723 -5.9%

25,036 22,770 -9.1%

42,544 38,768 -8.9%

478 463 -3.1%

　その他排出量（トン） 673 515 -23.5%

　⑤総排出量（トン） 68,253 62,053 -9.1%

993 959 -3.4%

　再生利用量 16,037 14,505 -9.6%

23% 23%

　最終処分量 2,695 2,450 -9.1%

4% 4%

　エネルギー回収量 　年間の発電電力量（MWH） 22,026 20,904

　年間の熱利用量（GJ） 79,293 75,256

特記事項

予測・目標における数値のうち、②③④が増加予測となるものもがある場合はその理由を記載

一般廃棄物処理計画と目標値が異なる場合に、地域計画と一般廃棄物処理計画との整合性に配慮した内容

⑧最終処分量：埋立処分された量〔単位：トン〕

≪用語の定義≫　下記のとおり表１で用いる用語の定義を行う。

※　別添資料として①～⑧に関する過去及び将来推計のトレンドグラフを添付する。

⑤総排出量：②＋③＋⑤の和〔単位：トン〕

　山口市一般廃棄物処理基本計画（平成30年度～令和9年度）は令和5年3月に中間見直しを行っているが、一般
廃棄物の処理については、この度の地域計画策定にあたり令和16年度までの目標値を推計した際に、現基本計画
との差異が生じたため、今後策定予定の次期基本計画の数値と本地域計画の数値で整合をとることとする。ま
た、生活排水の処理に係る計画は、山口市汚水処理施設整備構想に基づき推計を行っているため、人口動向を含
め、一般廃棄物の処理に係る計画とは現状・目標ともに数値は一致しない。

②③排出量：対象地域において出されたごみの量（資源含む。集団回収されたごみを除く）〔単位：トン〕
　　　　　　※事業系・生活系それぞれで記載。

⑥1人1日当たりの排出量：⑤*10^6/総人口/年間日数〔単位：ｇ/人日〕

⑦総資源化量：事業系の資源ごみ量＋生活系の資源ごみの量＋集団回収量等の和〔単位：トン〕

エネルギー回収量：エネルギー回収施設において発電された年間の発電電力量〔単位：MWh〕及び熱利用量〔単位：GJ〕

その他排出量：②、③に該当しない排出量〔単位：トン〕

④1人1日当たりのごみ排出量：（生活系ごみ排出量－生活系資源ごみの量）*10^6/総人口/年間日数〔単位：ｇ/人日〕

本計画の計画期間中においては、廃棄物の減量化を含め循環型社会の実現を目指し、表１のとおり目
標量について定め、それぞれの施策に取り組んでいくものとする。

　排出量

　⑥1人1日当たりの排出量（ｇ/人日）

　④1人1日当たりのごみ排出量（ｇ/人日）

　③生活系ごみ排出量（トン）

　②事業系ごみ排出量（トン）

　表１　減量化、再生利用に関する現状と目標

　①総人口（人）

　総排出量に占める総資源化量の割合

　総排出量に占める埋立最終処分量の割合

　⑦総資源化量（トン）

　⑧埋立最終処分量（トン）
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（２）一般廃棄物の処理の現状と目標のフロー図（全域）

令和5年度

集団回収量 総資源化量 総排出量

68,253 t

リサイクル率

23.5%

処理残さ量

13,934 t
排出量 計画処理 20.6%

67,580 t

100.0% 減量化量

49,521 t

自家処理量 73.3% 最終処分量

2,695 t

4.0%

※端数処理により割合・合計が合わないことがある。

令和13年度

集団回収量 総資源化量 総排出量

62,053 t

リサイクル率

23.4%

処理残さ量

12,684 t

排出量 計画処理 20.6%

61,538 t

100.0% 減量化量

45,098 t
自家処理量 73.3% 最終処分量

0 t 2,450 t

4.0%

※端数処理により割合・合計が合わないことがある。

14,505 t

640 t

0.9%

現状の一般廃棄物の処理状況フロー

中間処理量 処理後最終処分量

目標達成時の一般廃棄物の処理状況フロー

処理後最終処分量

10,817 t3,173 t

3,485 t

673 t 16,037 t

67,580 t
63,455 t 2,055 t

515 t

0 t

直接資源化量

61,538 t
1,867 t

17.6%

3.0%

5.2%

93.9%

57,782 t

583 t

0.9%

処理後再生利用量

直接資源化量 処理後再生利用量

11,879 t

17.6%

93.9%

5.2%

3.0%

中間処理量

直接最終処分量

直接最終処分量
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（１）処理体制

（２）処理施設等の整備

３　目標達成に向けた施策（一般廃棄物の処理）

事業系ごみは持込施設内で搬入物検査を実施し、資源物や違反ごみが混入している場合は分別指導を行う
とともに、持ち帰りを指示している。また、搬入については許可制度を採用しており、違反業者に対し個
別に指導を行うなど厳正に対処している。
その他、一定以上の規模の事業者には、廃棄物管理責任者の選任と一般廃棄物の減量及び適正な処理を図
るための計画書の提出を義務付けている。
今後も事業者に対しては分別・資源化への取組について指導・啓発を行うとともに、廃棄物処理手数料の
見直しなどにより資源化への動機づけを行う。

上記（１）の今後の分別区分及び処理体制で処理を行うため、表３のとおり必要な施設整備、表４のとお
り計画支援事業等を行う。また、参考として現有施設の一覧を表５で示す。

　　ア．生活系ごみの処理体制の現状と今後

　分別区分及び処理方法は表２のとおり。
　現在は、ごみの区分を可燃ごみ、不燃ごみ、金属・小型家電製品、資源物、粗大ごみ、有害ごみの６区
分に大別し、可燃ごみ、不燃ごみ、金属・小型家電製品、資源物は定期収集、粗大ごみは申込による戸別
収集、有害ごみは拠点回収を行っている。また、資源物、小型家電製品、一部の有害ごみは市内の施設で
常時回収を行っている。
　今後は、更なる収集・処理業務の効率化、低コスト化を図ることを目的に、民間委託についても調査研
究を行う。
　また、可燃ごみについては、焼却施設の基幹的設備改良工事を実施することで、省エネルギー化とエネ
ルギー回収率向上による発電出力増強等を行うとともに、施設の延命化を図る。プラチック製品について
は、圧縮設備を更新して原則再商品化を行い、対象とならない製品は焼却し熱回収を行う。

　　ウ ．一般廃棄物処理施設であわせて処理する産業廃棄物の現状と今後

　　イ．事業系ごみの処理体制の現状と今後 
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表２　山口地域各市町村の生活系ごみの分別区分と処理方法の現状と今後

分別区分 処理方法 処理施設等 分別区分 処理方法 処理施設等 分別区分 処理方法 処理施設等 一次処理 二次処理

燃やせるご
み

燃やせるご
み

粗大ごみ
（可燃性）

粗大ごみ
（可燃性）

燃やせない
ごみ（硬プ
ラ含む）

燃やせない
ごみ（硬プ
ラ含む）

粗大ごみ
（不燃性）

粗大ごみ
（不燃性）

燃やせない
ごみ（安定
物）

埋
立

青江一般廃
棄物最終処
分場

燃やせない
ごみ（安定
物）

青江一般廃
棄物最終処
分場

金属 民間へ売却 金属 民間へ売却

小型家電製
品

小型家電製
品

プラスチッ
ク製容器包
装

プラスチッ
ク製品

びん、缶、
古紙、ペッ
トボトル

びん、缶、
古紙、ペッ
トボトル

使用済小型家
電製品

使用済小型家
電製品

スプレー缶、
蛍光管、乾電
池等

スプレー缶、
蛍光管、乾電
池等

充電式電
池、電子た
ばこ等

充電式電
池、電子た
ばこ等

焼
却
（

熱
回

収
）

・
発
電

清掃工場

破
砕
・
埋
立

不燃物中間処理セ
ンター、青江一般
廃棄物最終処分
場、鍛治畑埋立処
分場、阿東一般廃
棄物最終処分場、
大浦一般廃棄物最
終処分場

再
資
源
化

民間へ委託

民間へ売却

民間へ委託

現　　　状（Ｒ５年度） 今　　　後（令和１３年度）

山口地域
分別区分 処理方法

処理施設等

焼
却
（

熱
回

収
）

発
電

清掃工場
（焼却灰）
民間へ委託

破
砕

埋
立

不燃物中間
処理セン
ター

青江一般廃棄物最
終処分場、鍛治畑
埋立処分場、阿東
一般廃棄物最終処
分場、大浦一般廃
棄物最終処分場

再
資
源
化

埋
立

リサイクル
プラザ、小
郡資源物ス
トックヤー
ド[PET]、
阿東クリー
ンセンター
[缶]

民間へ委託

民間へ売却

民間へ委託
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表３－Ａ　マテリアルリサイクル推進等のための整備事業

事業番号 1

施設名称
　山口市リサイクル
　プラザ

事業主体 山口市

工種 新設工事

事業目的
（新設・改良等の理由）

プラスチック資源の
再資源化促進のた
め、ヤードを拡張
し、老朽化した設備
の更新を行うもの

施設種別 　リサイクルセンター

処理方式
　集積、選別、
　圧縮、梱包

処理能力（単位） 18.75t/日

事業期間 R10～R11

竣工（事業完了）予定年月 R12.3

設置予定地
※検討中の場合は「未定」

山口市大内御堀10489
番地8

想定される浸水深
※未定の場合は記載不要

浸水深0ｍ

浸水対策

環境省所管（循環交付金
等）の活用を予定

※「○」の場合は以下の項目
を記載すること

○

国土強靭化地域計画
（計画の名称）

山口市国土強靭化地
域計画（P4）

プラ要件化の
経過措置の適用

－

プラ施設整備事業 ○

CO2削減率
※改良事業の場合

－

スラグの利用計画
※灰溶融施設を整備する場合

－

ストック対象物
※ストックヤードを整備

する場合
プラスチック製品

備考
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表３－Ｂ　エネルギー回収等のための整備事業

事業番号 2

施設名称 山口市清掃工場

事業主体 山口市

工種 改良（改造）工事

事業目的
（新設・改良等の理由）

老朽化した設備に対し、基幹
的設備改良を実施することで
長期的な処理を継続するため

施設種別
ごみ焼却施設（エネ
ルギー回収あり）

型式及び処理方式 全連・ストーカ方式

処理能力（単位） 220t/24ｈ

事業期間 R13～R16

竣工（事業完了）予定年月 R17.3

設置予定地
※検討中の場合は「未定」

山口市大内御堀496番
地

想定される浸水深
※未定の場合は記載不要

浸水深0ｍ

浸水対策

環境省所管（循環交付金
等）の活用を予定

※「○」の場合は以下の項目
を記載すること

○

国土強靭化計画への記載
（計画の名称）

山口市国土強靭化地
域計画（P5）

プラ要件化の経過措置 －

エネルギー回収率
※発電・熱回収がある

場合
回収率28.3％

余熱利用の計画 －

外部供給における利活
用の概要

－

CO2削減率
※改良事業の場合

1.5%

燃料の利用計画
※ごみ燃料化施設を整

備する場合
－

バイオガス熱利用率
※バイオガス化施設を

整備する場合
－

バイオガスの利用計画
※バイオガス化施設を

整備する場合
－

備考

9



計画１人１日平均排出
量（g）

計画収集人口（人）

計画直接搬入量
（t/日）

計画年間日平均処理量
（t/日）

t/日 t/日 t/日 t/日 t/日

通知に基づく施設規模
（計画１人１日平均排出量×計画収集人口

＋計画直接搬入量）÷実稼働率

t/日 t/日 t/日 t/日 t/日

災害廃棄物処理計画へ
の受入の記載有無

災害廃棄物処理量
（見込み％）

災害廃棄物処理量を見込
んだ通知に基づく施設規

模
t/日 t/日 t/日 t/日 t/日

適切な施設規模よりも大
きいまたは小さい施設規

模で整備する場合

備考

エネルギー回収のありなしに関わらず、焼却施設を環境省所管の交付金等を活用し、整備する場合は下記を記載
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表４　施設整備に関する計画支援事業等

事業番号 ① ②

関連する本体事業の番
号

1 2

事業名
施設整備に関する計

画支援事業
施設整備に関する計

画支援事業

事業主体 山口市 山口市

事業目的
プラスチック製品圧縮
梱包設備更新工事、
ヤード改修工事のため

清掃工場の改良工事
のため

事業概要

基本計画作成
生活環境影響調査
発注仕様書作成

ヤード改修工事設計

長寿命化総合計画策定
PFI導入可能性調査
発注仕様書作成
PFI事業者選定

環境省所管（循環交付金
等）の活用を予定

※「○」の場合は以下の項目
を記載すること

○ ○

プラ要件の経過措置 － －

プラ施設整備事業 ○ －

備考
交付対象外の長寿命
化総合計画策定は単

費で実施
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表５　現有施設一覧

施設種別 熱回収施設 粗大ごみ処理施設 ごみ焼却施設 粗大ごみ焼却炉
リサイクルセン

ター
リサイクルセン

ター
リサイクルセン

ター

施設名 清掃工場 清掃工場 清掃工場
阿知須清掃セン

ター
不燃物中間処理セ

ンター
リサイクルプラザ

廃食用油リサイク
ルプラント

施設所有主体 山口市 山口市 山口市 山口市 山口市 山口市 山口市

型式及び処理方式
全連・ストーカ方

式
破砕［粗大］

全連・ストーカ方
式

バッチ式
選別・圧縮

［不燃・粗大］

選別・圧縮・梱包・貯留［缶・
びん・古紙・ＰＥＴ・その他プ

ラ製容器包装］

貯留・ＢＤＦ化
［廃食用油］

処理能力（単位） 220t/24h 10t/5h 120t/24h・60t/24h 1.7t/15h 50t/5h 19.6t/5h 100L/回

エネルギー回収の有無 有 有 有 － 無 無 －

竣工年月 H10.3 H10.3 S49.8・S62.3 H7.7 H20.5 H8.12・H11.12・H13.6 H16.11

廃止又は休止（予定）年月 未定 未定 H10.3廃止・H20.1廃止 H21.4休止 未定 未定 R3.3廃止

施設所在地
山口市大内御堀496

番地
山口市大内御堀496

番地
山口市大内御堀496

番地
山口市阿知須5819

番地
山口市宮野下11782

番地1
山口市大内御堀
10489番地8

山口市小郡上郷
10596番地55

想定される浸水深 浸水深0ｍ 浸水深0ｍ 浸水深0ｍ 浸水深0ｍ 浸水深0ｍ 浸水深0ｍ 浸水深0ｍ

浸水対策

交付金を活用した解体を
実施する場合、その交付

条件

廃焼却施設解体事業
着手（予定）年月
完了（予定）年月

関連する新設事業番号
※表３の事業番号

2 1

備考
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表５　現有施設一覧

施設種別 ストックヤード ストックヤード ストックヤード ストックヤード 最終処分場 最終処分場 最終処分場

施設名
金属・小型家電製品
選別ストックヤード

小郡資源物ストッ
クヤード

阿知須ストック
ヤード

阿東クリーンセン
ター

青江一般廃棄物最
終処分場

岡山最終処分場
鍛治畑不燃物埋立

処分場

施設所有主体 山口市 山口市 山口市 山口市 山口市 山口市 山口市

型式及び処理方式
選別・保管［金属・

小型家電製品］
一時保管・選別・圧縮［ＰＥ

Ｔ］ 一時保管
一時保管・選別・圧縮

［缶］ セル方式・安定型 セル方式・安定型
サンドイッチ型・

管理型

処理能力（単位） 350㎡ 400㎡・0.3t/h 408㎡ 380㎡・0.48t/h 225,505㎥ 4,614㎥ 66,000㎥

エネルギー回収の有無 無 無 無 無 無 無 無

竣工年月 R4.3 R7.3 H9.6・H14.11 H12.3 S49.4 S41 H2.2

廃止又は休止（予定）年月 未定 未定 未定 未定 未定 未定 未定

施設所在地
山口市大内御堀
10489番地8

山口市小郡上郷
10596番地55

山口市阿知須5819
番地

山口市阿東生雲東
分11119番地

山口市秋穂東3465
番地先

山口市阿知須10649
番地43

山口市小郡上郷
10596番地55

想定される浸水深 浸水深0ｍ 浸水深0ｍ 浸水深0ｍ 浸水深0ｍ
浸水深0.5～3.0ｍ

（高潮）
浸水深0ｍ 浸水深0ｍ

浸水対策

施設への搬入がで
きない場合は市内
の別の最終処分場
に搬入

交付金を活用した解体を
実施する場合、その交付

条件

廃焼却施設解体事業
着手（予定）年月
完了（予定）年月

関連する新設事業番号
※表３の事業番号

備考
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表５　現有施設一覧

施設種別 最終処分場 最終処分場 し尿処理施設

施設名
阿東一般廃棄物最

終処分場
大浦一般廃棄物最

終処分場
環境センター

施設所有主体 山口市 山口市 山口市

型式及び処理方式 セル方式・安定型
サンドイッチ型・

管理型
前処理＋下水道施

設圧送

処理能力（単位） 26,000㎥ 28,000㎥ 525㎥/日

エネルギー回収の有無 無 無 無

竣工年月 H12.3 H29.3 S56.9

廃止又は休止（予定）年月 未定 未定 未定

施設所在地
山口市阿東蔵目喜

10867番地
山口市江崎1279番

地2
山口市小郡上郷

12200番地

想定される浸水深 浸水深0ｍ 浸水深0ｍ 浸水深0ｍ

浸水対策

交付金を活用した解体を
実施する場合、その交付

条件

廃焼却施設解体事業
着手（予定）年月
完了（予定）年月

関連する新設事業番号
※表３の事業番号

備考
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４　循環型社会形成推進のための現状と目標（生活排水の処理）

（１）生活排水の処理に関する現状と目標（全域）

現状　: 令和5年度 目標　: 令和13年度

人口 構成比 人口 構成比

125,351 67.4% 135,502 75.8%

8,217 4.4% 7,690 4.3%

39,996 21.5% 29,782 16.7%

173,564 93.3% 172,974 96.8%

2,401 1.3% 1,112 0.6%

10,123 5.4% 4,686 2.6%

12,524 6.7% 5,798 3.2%

186,088 100.0% 178,772 100.0%

11,857 5,473

44,575 32,532

56,432 38,005

一般廃棄物処理計画と目標値が異なる場合に、地域計画と一般廃棄物処理計画との整合性に配慮した内容

非水洗化人口（人）

小計：未処理人口（人）

合計：総人口（人）

汲取りし尿量（キロリットル）

浄化槽汚泥量（キロリットル）

　本地域計画のうち、生活排水の処理に係る計画は山口市汚水処理施設整備構想に基づき推計を行っているため、本
地域計画の一般廃棄物（ごみ）に係る計画とは現状・目標ともに数値は一致しない。

生活排水の処理については、表６に掲げる目標のとおり、合併処理浄化槽の整備等を進めていくものとす
る。

表６　生活排水処理に関する現状と目標

処
理
形
態
別
人
口

し
尿
・
汚
泥
の
量

公共下水道（人）

農業集落排水施設等（人）

合併処理浄化槽等（人）

小計：汚水衛生処理人口（人）

単独処理浄化槽（人）

合計（キロリットル）
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（１）処理体制

（２）合併処理浄化槽の整備

５　目標達成に向けた施策（生活排水の処理）

　　ア 生活排水処理の現状と今後

　生活排水の処理については、公共下水道や合併処理浄化槽、整備の終了した農業・漁業集落排水処理施
設で処理を行っている。引き続き、下水道及び合併処理浄化槽の整備を進めていく。

　合併処理浄化槽の整備については、表７のとおり行う。
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表７　浄化槽事業等のための整備事業※ 計画地域内の施設の状況（現況、予定）を地図上に示したものを添付

事業番号 3

事業主体 山口市

事業名称 浄化槽設置整備事業

現有設備の内容

直近の整備済み基数
（基）

（令和５年度）
84基

処理人口（人） 228人

整備計画

整備計画基数（基） 735基

整備計画人口（人） 1,991人

事業期間
令和7年4月1日～令和

13年3月31日

国土強靭化計画への記載
（計画の名称）

山口市国土強靭化地
域計画（P4）

備考
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（１）地域の循環型社会を形成する上で、次の施策を実施していく

６　関連するその他の施策

　　ア　ごみ減量・リサイクル促進のための施策内容

　収集カレンダー、分別アプリ、ＳＮＳ、広報、ウェブサイト等を活用し、ごみの分け方・出し方の周知
を行うとともに、市内の小学４年生を対象とした環境副読本の配布や施設見学の受け入れ、市民を対象と
した出前講座を行い、減量・リサイクルについての啓発を行う。
　外国人に対しては、ごみの分け方・出し方を表示した外国語ポスターを作成、配布するほか、要望に応
じて市内の大学等でごみに関する講座を行う。
　転居者に対しては、住所異動届出時に収集カレンダーを案内し、不動産会社にも収集カレンダーの配布
を依頼する。
　学生の多い地域ではごみ出しの注意点を記載した啓発チラシをポスティングする。

　　イ　プラスチック資源に関する施策内容

　プラスチック使用製品廃棄物の排出を抑制し、プラスチック資源のリサイクルを促進するため、収集カ
レンダー、分別アプリ、ＳＮＳ、広報、ウェブサイト等でプラスチック使用製品を資源物として分別排出
するよう周知徹底するとともに、小学生を含む市民向けの環境学習やイベント等で啓発活動を行う。

　生活系ごみの収集は、可燃は有料の指定袋で、粗大ごみは事前申込により有料の戸別収集を行う。生活
系ごみの持込は可燃、不燃ともに有料（不燃は一定量以下は無料）としている。
　事業系ごみは持込のみ受入。可燃、不燃ともに有料としている。
　令和６年度現在、ごみ処理手数料は、生活系ごみ、事業系ごみで別の料金体系となっているが、いずれ
もごみの排出抑制効果や排出量に応じた費用負担の公平性確保の観点から、定期的に料金体系の検討、見
直しを行う。

　　ウ　ごみ処理手数料有料化の実施内容

　　エ　リチウム蓄電池に関する対策

　火災事故等を防止するため、リチウムイオン電池等の適正な排出について積極的に周知、啓発を行う。
　令和６年度現在、市内約３０箇所に専用の回収ボックスを置いて拠点回収を行っているが、依然として
小型家電製品や不燃ごみに混入する事例が多くみられることから、適正な回収がなされるよう引き続き啓
発を行う。
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　平成28年に作成した山口市災害廃棄物処理計画に基づく取組みを推進するとともに、職員研修や仮置場
設置訓練等を通じて円滑・迅速な処理を実現するための実効性の高い体制を構築する。特に、発災直後か
ら発災後２週間以内に対応すべき事項をまとめた初動マニュアルを活用し、関係職員の災害廃棄物処理に
関する意識啓発を行う。
　災害時のごみの処理については、関係事業者との協定に基づき平時から連携を行うほか、周辺自治体と
連携し、相互に災害廃棄物の処理ができる体制を構築する。

　　キ　生活排水対策

　９月１０日の下水道の日に合わせた市報への掲載のほか、ラジオ放送、ホームページ、地域広報誌への
掲載等を通じて、市民の生活排水に係る水質浄化意識の高揚を図り、以て公共下水道への接続、合併処理
浄化槽への転換等を促進する。

　　カ　災害時の廃棄物処理に関する事項

　　オ　事業系ごみに関する施策内容

　排出事業者を対象とした事業系ごみの分け方・出し方に関するパンフレットを作成、配布し、廃棄物の
分別・資源化への指導、啓発を行う。持込施設内での搬入物検査において資源物、違反ごみの混入が確認
された場合、また、排出量が著しく増加した場合は個別指導を行う。
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（１）計画のフォローアップ

（２）事後評価及び計画の見直し

７　計画のフォローアップと事後評価

　本地域では、計画の進捗状況を把握し、その結果を公表するとともに、必要に応じて、山口県及び国と
意見交換をしつつ、計画の進捗状況を勘案し、計画の見直しを行う。

　計画期間終了後、処理状況の把握を行い、その結果が取りまとまった時点で、速やかに計画の事後評
価、目標達成状況の評価を行う。また、評価の結果を公表するとともに、評価結果を次期計画策定に反映
させるものとする。なお、計画の進捗状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要に応じ計画を見直すも
のとする。
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総事業費（千円）

単位 開始 終了 開始 終了
複数計画
合算費

現計画での
総事業費

複数計画
合算費

合計 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ１０年度 Ｒ１１年度 Ｒ１２年度

0 472,225 0 458,396 0 0 0 287,118 171,278 0

1 山口市 18.75 t/日 R10 R11 R10 R11 472,225 458,396 287,118 171,278

0

12,027,510 0 3,581,820 0 0 0 0 0 0 0

2 山口市 220 t/日 12,027,510 3,581,820 0 全体事業期間：R13～R16

0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0 94,538 0 76,938 0 11,858 12,060 17,680 17,670 17,670

① 山口市 R8 R9 R8 R9 16,768 16,768 11,858 4,910

② 山口市 R8 R12 R9 R12 77,770 60,170 7,150 17,680 17,670 17,670

0

し尿処理施設の改良事業等

総括表（交付期間における各交付対象事業の概算事業費）

事　業　種　別
事業
番号

事業主体
名　　称

規　模 事業期間
交付金交付

期間
交付対象事業費（千円）

備　　考

施　設　名　称　等

山口市清掃工場

廃棄物運搬中継のための整備事業

有機性廃棄物リサイクル推進のための整備事
業

マテリアルリサイクル推進等のための整備事
業

山口市リサイクルプラザプラスチック
製品圧縮梱包設備更新事業

エネルギー回収等のための整備事業

事業番号２のための計画支援

適正な最終処分のための整備事業

計画支援事業等

事業番号１のための計画支援
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総事業費（千円）

単位 開始 終了 開始 終了
複数計画
合算費

現計画での
総事業費

複数計画
合算費

合計 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ１０年度 Ｒ１１年度 Ｒ１２年度

事　業　種　別
事業
番号

事業主体
名　　称

規　模 事業期間
交付金交付

期間
交付対象事業費（千円）

備　　考

施　設　名　称　等

387,159 384,528 63,191 63,191 63,191 64,985 64,985 64,985

3 山口市 R7 R12 R7 R12 387,159 384,528 63,191 63,191 63,191 64,985 64,985 64,985

浄化槽整備事業（下記事業を除
く）

735 基 387,159 384,528 63,191 63,191 63,191 64,985 64,985 64,985

既設の浄化槽改築事業 基 0

浄化槽災害復旧事業 基 0

少人数高齢世帯の維持管理負担軽
減事業

基 0

浄化槽整備効率化事業費 0

0

浄化槽整備事業（下記事業を除
く）

基 0

既設の浄化槽改築事業 基 0

少人数高齢世帯の維持管理負担軽
減事業

基 0

浄化槽整備効率化事業費 0

12,027,510 953,922 3,581,820 919,862 63,191 75,049 75,251 369,783 253,933 82,655合     　　計

浄化槽事業等のための整備事業

浄化槽設置整備事業

内
訳

公共浄化槽等整備推進事業

内
訳
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一般廃棄物の処理の実績と予測

目標

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 令和１３年度

①総人口（人） 189,814 188,891 187,726 185,090 183,698 182,553 181,408 180,262 179,117 177,972 176,723

②事業系ごみ排出量
（トン）

25,351 25,586 25,036 24,523 24,272 24,054 23,771 23,555 23,274 23,061 22,770

③生活系ごみ排出量
（トン）

45,696 43,773 42,544 41,649 41,216 40,774 40,400 39,962 39,592 39,158 38,768

④1人1日当たりの
ごみ排出量
（ｇ/人日）

506 489 478 476 474 472 470 469 468 466 463

その他排出量
（トン）

811 755 673 642 623 604 586 568 550 532 515

⑤総排出量
（トン）

71,858 70,114 68,253 66,814 66,111 65,432 64,757 64,085 63,416 62,751 62,053

⑥1人1日当たりの
排出量
（ｇ/人日）

1,037 1,017 993 989 986 982 975 974 970 966 959

⑦総資源化量
（トン）

17,361 16,646 16,037 15,761 15,579 15,399 15,221 15,042 14,865 14,687 14,505

⑧埋立最終処分量
（トン）

3,255 2,964 2,695 2,638 2,611 2,584 2,557 2,530 2,504 2,478 2,450

生活系ごみ排出量
のうち資源化量
（トン）

10,645 10,029 9,672 9,516 9,413 9,305 9,214 9,106 9,015 8,909 8,813

年間日数
（日）

365 365 366 365 365 365 366 365 365 365 366

指標・単位

予測過去の状況・現状
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811 755 673 642 623 604 586 568 550 532 515 

45,696 43,773 42,544 41,649 41,216 40,774 40,400 39,962 39,592 39,158 38,768 

25,351 25,586 25,036 24,523 24,272 24,054 23,771 23,555 23,274 23,061 22,770 

71,858 70,114 68,253 66,814 66,111 65,432 64,757 64,085 63,416 62,751 62,053 
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令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 令和１３年度

過去の状況・現状 予測 目標

（トン） 事業系ごみ、生活系ごみ、その他排出量の推移

②事業系ごみ排出量

（トン）

③生活系ごみ排出量

（トン）

その他排出量

（トン）

17,361 16,646 16,037 15,761 15,579 15,399 15,221 15,042 14,865 14,687 14,505 

3,255 2,964 2,695 2,638 2,611 2,584 2,557 2,530 2,504 2,478 2,450 

0
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令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 令和１３年度

過去の状況・現状 予測 目標

（トン） 総資源化量と埋立て最終処分量の推移

⑦総資源化量

（トン）

⑧埋立最終処分量

（トン）
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189,814 
188,891 

187,726 

185,090 
183,698 

182,553 
181,408 

180,262 
179,117 

177,972 
176,723 
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175,000
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185,000

190,000

195,000

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 令和１３年度

過去の状況・現状 予測 目標

（人） 総人口の推移

①総人口（人）

506 489 478 476 474 472 470 469 468 466 463 

1,037 1,017 993 989 986 982 975 974 970 966 959 

0

200
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1,000
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令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 令和１３年度

過去の状況・現状 予測 目標

（ｇ/人日） １人１日当たりのごみ排出量・１人１日当たりの排出量の推移

④1人1日当たりの
ごみ排出量

（ｇ/人日）

⑥1人1日当たりの
排出量

（ｇ/人日）
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目標

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 令和１３年度

総人口（人） 188,436 187,674 186,088 185,953 185,041 184,016 182,991 181,965 180,940 179,915 178,772

124,154 125,344 125,351 128,847 129,861 130,806 131,620 132,426 133,240 134,053 135,502

65.9% 66.8% 67.4% 69.3% 70.2% 71.1% 71.9% 72.8% 73.6% 74.5% 75.8%

8,470 8,338 8,217 8,050 7,937 7,826 7,713 7,597 7,484 7,369 7,690

4.5% 4.4% 4.4% 4.3% 4.3% 4.3% 4.2% 4.2% 4.1% 4.1% 4.3%

42,338 40,855 39,996 38,048 36,762 35,476 34,190 32,904 31,618 30,335 29,782

22.5% 21.8% 21.5% 20.5% 19.9% 19.3% 18.7% 18.1% 17.5% 16.9% 16.7%

未処理人口（人） 13,474 13,137 12,524 11,008 10,481 9,908 9,468 9,038 8,598 8,158 5,798汚水衛生未処理人口

生活排水の処理の実績と予測

　指標・単位

公共下水道（人）
汚水衛生処理人口
汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率

集落排水施設等（人）
汚水衛生処理人口
汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率

合併処理浄化槽等（人）
汚水衛生処理人口
汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率

予測過去の状況・現状

13,474 13,137 12,524 11,008 10,481 9,908 9,468 9,038 8,598 8,158 5,798

42,338 40,855 39,996 38,048 36,762 35,476 34,190 32,904 31,618 30,335 29,782

8,470 8,338 8,217 8,050 7,937 7,826 7,713 7,597 7,484 7,369 7,690

124,154 125,344 125,351 128,847 129,861 130,806 131,620 132,426 133,240 134,053 135,502

188,436 187,674 186,088 185,953 185,041 184,016 182,991 181,965 180,940 179,915 178,772
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令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 令和１３年度

過去の状況・現状 予測 目標

（人） 生活排水処理人口の推移

公共下水道（人）

集落排水施設等（人）

合併処理浄化槽等

（人）

未処理人口（人）
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